
生駒市条例第１３号 

生駒市自動車駐車場条例をここに公布する。 

平成１９年３月２８日 

生駒市長 山下 真  

 

生駒市自動車駐車場条例 

生駒市自動車駐車場条例（平成６年１２月生駒市条例第４０号）の全部を改正

する。 

（路外駐車場の設置等） 

第１条 道路の効用の保持及び道路交通の円滑化を図り、もって自動車を利用す

る者の利便に資するとともに、都市の機能の維持及び増進に寄与するため、本

市に駐車場法（昭和３２年法律第１０６号）の規定による路外駐車場を設置

し、その名称及び位置は、次のとおりとする。 

 

名   称 位   置 

生駒駅南自動車駐車場 生駒市本町３番３号 

 

（道路附属物駐車場の名称及び位置） 

第２条 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第２４条の２第１項の規定により

駐車料金を徴収する自動車駐車場の名称及び位置は、次のとおりとする。 

 

 

名   称 位   置 

生駒駅北地下自動車駐車場 生駒市北新町 

 

（駐車できる自動車の種類） 

第３条 生駒駅南自動車駐車場及び生駒駅北地下自動車駐車場（以下これらを「



駐車場」という｡)に駐車することができる自動車の種類は、道路交通法施行規

則（昭和３５年総理府令第６０号）第２条の表に規定する普通自動車とする。 

（指定管理者による管理） 

第４条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定に

より、駐車場の管理を同項に規定する指定管理者（以下「指定管理者」とい

う｡)に行わせるものとする。 

（指定の手続） 

第５条 指定管理者の指定に当たり、市長は、駐車場の管理に関する事業計画書

その他市長が必要と認める書類を提出させた上で、次に掲げる基準により指定

管理者を決定するものとする。 

(1) 市民の平等な利用が確保されること。 

(2) 駐車場の効用を最大限に発揮するとともに、その管理に要する経費の縮

減が図られるものであること。 

(3) 駐車場の管理を安定して行うことができるための物的能力及び人的能力

を有していること。 

（管理の基準） 

第６条 指定管理者は、法令、この条例、この条例に基づく規則その他市長の定

めるところに従い、駐車場の管理を行わなければならない。 

（業務の範囲） 

第７条 指定管理者が行う業務の範囲は、次のとおりとする。 

(1) 駐車料金の徴収に関すること。 

(2) 駐車場の維持管理に関すること。 

(3) その他市長が必要と認める業務 

（駐車料金の額等） 

第８条 駐車料金の額は、別表に規定する金額の範囲内において規則で定める額



とする。 

２ 市長は、必要があると認めるときは、駐車場の利用について使用することが

できる回数駐車券（以下「回数券」という｡)を発行することができる。 

３ 市長は、必要があると認めるときは、生駒駅南自動車駐車場を定期に利用で

きる定期駐車券（以下「定期券」という｡)を、定期券によらない当該駐車場の

利用に支障のない範囲内において、発行することができる。 

４ 回数券及び定期券に係る駐車料金の額その他これらの発行及び使用に関し必

要な事項は、規則で定める。 

（駐車料金の徴収） 

第９条 前条第１項の駐車料金は自動車を駐車場から出場させる際に、回数券及

び定期券に係る駐車料金はその交付の際に徴収する。 

（駐車料金の減免） 

第１０条 次の各号のいずれかに該当する自動車を駐車させる場合においては、

駐車料金を免除する。 

(1) 道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）第３９条第１項に規定する緊

急自動車 

(2) 駐車場の付近において、国又は地方公共団体の職員が防疫活動その他の

緊急を要する公務を行うために使用する自動車 

(3) 前２号に掲げるもののほか、市長が定める自動車 

２ 市長は、特別の理由があると認めるときは、駐車料金を減額することができ

る。 

（駐車料金の還付） 

第１１条 既納の駐車料金は、還付しない。ただし、市長が特別の理由があると

認めるときは、その全部又は一部を還付することができる。 

（割増金） 



第１２条 市長は、不法に駐車料金の納付を免れた者から、その額のほか、その

額の２倍に相当する額を割増金として徴収する。 

（利用の拒否） 

第１３条 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、駐車場の利用を拒否

することができる。 

(1) 駐車場を利用する者（以下「利用者」という｡)が次条各号のいずれかに

該当する行為をしたとき。 

(2) 利用者が駐車場の構造上駐車することができない自動車を駐車しようと

するとき。 

(3) 利用者が発火、引火若しくは爆発のおそれのある物品又は著しく悪臭を

発する物品を自動車に積載しているとき。 

(4) その他市長が駐車場の管理上支障があると認めるとき。 

（行為の制限等） 

第１４条 利用者は、駐車場において次に掲げる行為をしてはならない。 

(1) 他の自動車の駐車を妨げること。 

(2) 駐車場の施設その他の工作物及び駐車中の自動車を破損し、又は滅失す

ること。 

(3) みだりに火気を使用し、又は騒音を発すること。 

(4) 前３号に掲げるもののほか、駐車場の管理上支障を及ぼす行為をするこ

と。 

２ 定期券の交付を受けた者は、当該定期券を他の者に譲渡し、又は貸与しては

ならない。 

（損害賠償等） 

第１５条 利用者は、その責めに帰すべき理由により、駐車場の施設その他の工

作物を破損し、又は滅失したときは、市長の指示に従い、これを原状に復し、



又はその損害を賠償しなければならない。 

（本市の免責） 

第１６条 本市及び指定管理者は、駐車場における自動車の保管に関し、善良な

管理者の注意を怠らなかったときは、自動車の破損、滅失、盗難等について損

害賠償の責めを負わないものとする。 

（委任） 

第１７条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から起算して１年を超えない範囲内において規則で定

める日から施行する。ただし、次項の規定は、公布の日から施行する。 

（指定管理者の指定の手続の特例） 

２ 指定管理者の指定の手続に関する行為は、この条例の施行の日前においても

行うことができる。 

別表（第８条関係） 

単  位 金  額 

最初の１時間まで ３００円  

最初の１時間を超え、３０分までごと １００円  

 

 


